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＜事例 1＞ 

- 1 - 

1-2-1 全般的事項  市町村と管理者等との連携 

河川管理者から自治体へ 

継続的な呼びかけをしている事例① 
 

● 取組み主体 

 山形河川国道事務所、流域市町 

 

● 取組み概要 

 山形河川国道事務所から自治体へ定期的に「まるごとまちごとハザードマップ」の推

進を呼びかけ、連携体制を取りながら実施している。 

 

● 実施内容 

 継続的に展開するという方針をもって、各種会議等の場において（5 回/年程度）、各

自治体に声がけを進め、実施に理解を得られた自治体から推進している。 

 

● 期待される効果 

 継続的な取組みにより、設置自治体が増加している。 

 

実施年 実施自治体 実施地区 

H18 長井市  館町南 

H18 天童市  寺津 

H19 中山町  桜町 

 梅 ヶ 枝 町

いずみ 

 あおば 

H20 河北町  吉野 

 舞台 

 荒子屋 

H21 河北町  押切 

 田井 

 山王 

H21 南陽市  梨郷 

 砂塚 

 竹原 

H21 川西町  門の目 

 東他屋 

 中の他屋 

H22 川西町  高山 

H25 大江町  百目木 

 

 

 

山形河川国道事務所管内における「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 

：未実施自治体 ：実施自治体 
※「酒田市」、「真室川町」、「庄内町」、「戸沢村」、「大蔵村」、「大石田

町」、「鶴岡市」は、山形河川国道事務所管轄外 

出典：山形河川国道事務所提供資料 



＜事例 2＞   

- 2 - 

1-2-1 全般的事項  市町村と管理者等との連携 

河川管理者から自治体へ 

継続的な呼びかけをしている事例② 
 

● 取組み主体 

 北海道開発局札幌開発建設部、流域市町村 

 

● 取組み概要 

 北海道開発局札幌開発建設部から自治体へ定期的に「まるごとまちごとハザードマッ

プ」の推進を呼びかけ、連携体制を取りながら実施している。 

 

● 実施内容 

 継続的に展開するという北海道開発局札幌開発建設部の方針をもって、個別に市町村

へ説明を行い、実施に理解を得られた自治体から推進している。 

 

● 期待される効果 

 継続的な取組みにより、設置自治体が増加している。 

 

実施年 実施自治体 実施地区

Ｈ２１ 札幌市
拓北
あいの里

Ｈ２２ 富良野市 市街地周辺

Ｈ２２ 長沼町 町内

Ｈ２４ 滝川市 市内

Ｈ２５ 砂川市 市内

Ｈ２６ 当別町 当別

Ｈ２７ 当別町
当別
太美

  
 

北海道開発局札幌開発建設部管内における「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 

出典：北海道開発局提供資料 



＜事例 3＞  1/2 

- 3 - 

1-2-2 基本的な方針の検討  基本的な方針の検討 

協議会において 

「まるごとまちごとハザードマップ」を推進した事例① 
 

● 取組み主体 

 淀川河川事務所、大阪府・京都府、流域市町 

 

● 取組み概要 

 水害に強い地域づくり協議会の取組みのひとつに“安全な避難の実現に向けた取組”

があり、「まるごとまちごとハザードマップ」を推進している。 

 

● 実施内容 

 行政ワーキングを年に 3回行っており、1回目で管内の自治体に「まるごとまちごとハ

ザードマップ」の実施を推奨し、その上で自治体の意向を確認している。 

【行政ワーキング】 

1回目：出水期前に今年度何を実施するか話し合う 

2回目：11、12月に進捗状況を報告 

3回目：首長等が実施内容を報告 

 実施について回答があった自治体の担当者と実施内容について協議・調整し、設置場

所の調整は、各自治体が担当している。 

 

 

水害に強い地域づくり協議会の体制 出典：淀川河川事務所提供資料 



＜事例 3＞  2/2 

- 4 - 

1-2-2 基本的な方針の検討  基本的な方針の検討 
 

● 期待される効果 

 定期的な取組みにより、毎年、設置自治体が増加する。 

 

淀川河川事務所管内における「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 

 
出典：淀川河川事務所提供資料 

 



＜事例 4＞   

- 5 - 

1-2-2 基本的な方針の検討  基本的な方針の検討 

協議会において 

「まるごとまちごとハザードマップ」を推進した事例② 
 

● 取組み主体 

 川内川河川事務所、鶴田ダム管理所、鹿児島県、宮崎県、流域市町 

 

● 取組み概要 

 平成 19 年 8 月「川内川水系水害に強い地域づくり委員会」において、川内川流域で取

り組むソフト対策の基本的な方針を提言し、その後、基本方針に沿った具体的な対策

を策定することを目的に「川内川水害に強い地域づくり推進協議会」を設立。 

 協議会の取組みのひとつに「洪水ハザードマップの作成支援」があり、「まるごとまち

ごとハザードマップ」を推進している。 

 

● 実施内容 

 避難所・避難経路へ誘導する案内表示板等の設置 

 過去の洪水時の実績浸水深を掲示 

 

● 期待される効果 

 避難経路を示すことで、迅速な避難行動へつながることが期待できる。 

 過去の洪水時の実績浸水深を掲示することで、過去の被害の記憶を風化させないこと

が期待される。 

 

 
 

 



＜事例 5＞   

- 6 - 

1-2-2 基本的な方針の検討  基本的な方針の検討 

頻発する大規模洪水の痕跡を併設した事例 
 

● 取組み主体 

 那賀川河川事務所、阿南市、加茂谷中学校、加茂町自主防災会、加茂谷公民館 

 

● 取組み概要 

 平成 16 年 10 月台風 23 号出水により、大きな浸水被害を受けた阿南市加茂地区では、

平成 22年 3月に、実績浸水深表示看板の設置を行った。 

 その後、平成 26 年 8 月台風 11 号出水により、前回を上回る戦後最大の浸水被害とな

ったため、平成 27 年 3 月に、両出水の浸水被害が比較できるような実績浸水深表示看

板の設置を行った。 

 

● 実施内容 

 平成 16 年 10 月台風 23 号出水の実績浸水深及び平成 26 年 8 月台風 11 号出水の実績浸

水深を同一箇所に上下に併設し、両出水による浸水深が明瞭に視認できるような表示

とした。 

 また、実績浸水深表示看板の設置作業は、地域住民との協働作業とした。 

 

● 期待される効果 

 10 年の間に 2 度にわたる大きな浸水被害があったことを併記し、前回被害記憶の風化

を防ぐとともに、戦後最大の出水被害を明示することで、危機管理意識の向上が期待

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 

 

 



＜事例 7＞  1/2 

- 7 - 

1-2-2 基本的な方針の検討  基本的な方針の検討 

まるごとまちごとハザードマップを 

浸水区域全域に設置した事例① 
 

● 取組み主体 

 葛飾区 

 

● 取組み概要 

 平成 19，20 年に配布した洪水ハザードマップの補完として、まるごとまちごとハザー

ドマップも区内全域に設置している。 

 大規模水害時には、区外等に避難することを原則としているため、避難所看板は設置

せずに洪水標識のみを設置している。 

 

● 実施内容 

 設置箇所数については、荒川分は平成 19 年度：180 箇所、平成 20 年度：65 箇所、江

戸川分は平成 20 年度：200 箇所を設置して、その後平成 24～27 年度で増減があり、

平成 27 年度末現在 455 箇所に設置している（浸水面積に対する設置数：14.2 箇所

/km2）。 

 平成 19 年度～平成 20 年度で集中的に設置して以降は、住民からの要望があり町会長

の了承が得られた場合に設置を増やしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

葛飾区洪水ハザードマップ（荒川） まるごとまちごとハザードマップ設置箇所 

出典：葛飾区提供資料 出典：葛飾区 HP 



＜事例 7＞  2/2 

- 8 - 

1-2-2 基本的な方針の検討  基本的な方針の検討 
 

● 期待される効果 

 「まるごとまちごとハザードマップ」看板の設置数の多い「葛飾区」では、「まるごと

まちごとハザードマップ」の認知度が高い傾向にある。 

→浸水区域全域に設置した場合、「まるごとまちごとハザードマップ」の認知度の向

上が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜アンケートの実施概要＞ 

項目 内容 

対象市町 

①東京都北区、②東京都葛飾区、③三条市、④名古屋市北区、⑤焼津

市、⑥浜松市南区、⑦加古川市・加東市・小野市、⑧豊岡市、⑨倉吉

市・北栄町・湯梨浜町、⑩薩摩川内市・さつま町・伊佐市・えびの市・

湧水町、の 10エリア 

実施期間 平成 27年 12月 7日～平成 27年 12月 13日 

サンプル数 1,000人（各エリア 100人を対象）信頼度 95％ 

調査方法 Webアンケート 

質問内容 

①アンケート回答者の属性 

②住民の防災意識レベルを把握するための質問 

（氾濫の可能性の意識、避難行動の意識、勉強会や自主防災組織への参

加意識等） 

③「まるごとまちごとハザードマップ」の取り組みの認知度 

④平成 27年 9月関東・東北豪雨による意識変化 

⑤住民の防災意識を踏まえた今後のソフト対策の方向性 
 

 

「まるごとまちごとハザードマップ」の認知度に関するアンケート結果 

Q.あなたは、「まるごとまちごとハザードマップ」という取り組みをご存知ですか。

実施自治体 未実施自治体

19%

48%

12%

21%
8%

18%

19%
55%

見たことがあり、取り組みの名前も知っていた 見たことはあるが、取り組みの名前は知らなかった

聞いたことはあるが、見たことはない 知らない

葛飾区

67％
26％
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1-2-2 基本的な方針の検討  基本的な方針の検討 

まるごとまちごとハザードマップを 

浸水区域全域に設置した事例② 
 

● 取組み主体 

 三条市 

 

● 取組み概要 

 都市再生整備計画事業(旧まちづくり交付金事業)として「まるごとまちごとハザード

マップ」を実施しており、都市再生整備計画事業としての事後評価も実施している。 

 

● 実施内容 

 「まるごとまちごとハザードマップ」は、H19年度から設置している。 

 平成 19、平成 20 年度は、国のモデル事業として実施し、平成 22～24 年度は、都市再

生整備計画事業として三条市で実施し、平成 24 年度までに約 1,000 箇所設置してい

る。 

 

 

 

 

まるごとまちごとハザードマップ設置範囲（範囲内に約 1,000箇所設置） 

出典：信濃川下流河川事務所 HP 
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1-2-2 基本的な方針の検討  基本的な方針の検討 
 

● 期待される効果 

 「まるごとまちごとハザードマップ」看板の設置数の多い「三条市」では、「まるごと

まちごとハザードマップ」の認知度が高い傾向にある。 

→浸水区域全域に設置した場合、「まるごとまちごとハザードマップ」の認知度の向上

が期待できる。 

 ７．１３水害の被災地区の一部の住民からは、水害を風化させないために重要な取組

みとの声があり、住民の防災意識の高揚に一定の効果をもたらすことも期待される。 

 

「まるごとまちごとハザードマップ」の認知度に関するアンケート結果 

都市再生整備計画事業としての事後評価 

Q.あなたは、「まるごとまちごとハザードマップ」という取り組みをご存知ですか。

実施自治体 未実施自治体

8%

18%

19%
55%

見たことがあり、取り組みの名前も知っていた 見たことはあるが、取り組みの名前は知らなかった

聞いたことはあるが、見たことはない 知らない

26％

25%

39%10%

26%

三条市

64％

出典：三条市 HP 
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1-2-3 現地調査  現地調査 

住民と協働で設置した事例① 
 

● 取組み主体 

 山形河川国道事務所 

 

● 実施内容 

 事前計画段階から設置にいたるまで、河川管理者と自治体と地域住民が連携して行っ

ており、設置場所や避難経路などの確認、実際の現地確認、設置まで一連の作業を協

働で行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河川管理者と自治体の連携 

 

 

● 期待される効果 

 住民との協働により、災害時の住民の主体的な避難行動等促進が期待される。 

 住民の意見を反映することで、その地区にあった（適切な）場所に設置されることが

期待される。 

出典：山形河川国道事務所提供資料（まるごとまちごとハザードマップのすすめ） 
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1-2-3 現地調査  現地調査 

住民と協働で設置した事例② 
 

● 取組み主体 

 東近江市 

 

● 実施内容 

 設置する看板のデザインを住民に投票してもらい決定している。 

 

● 期待される効果 

 住民からの理解が得られ、抵抗感を抱く住民を減らすことが期待される。 

 

 

住民の投票により看板のデザインを決定 

出典：水害に強い地域づくりをめざして 江ノ島自治会婦人部出前講座 説明資料 
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1-2-3 現地調査  現地調査 

住民と協働で設置した事例③ 
 

● 取組み主体 

 八代河川国道事務所、人吉市 

 

 

● 実施内容 

 事前計画段階から設置・管理に至るまで、河川管理者と自治体と地域住民が連携して

行っており、設置場所や避難経路など実際の現地確認まで一連の作業を協働で行って

いる。また、洪水関連標識の設置にあたっては、電力・通信電柱、道路標識など関係

機関の協力を得て実施。 

 
● 期待される効果 

 住民との協働により、災害時の住民の主体的な避難行動等促進に期待できる。 

 住民の意見を反映することで、地域に適した有効な場所に洪水関連標識などの設置が

期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 
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1-2-3 現地調査  現地調査 

ワークショップで設置箇所を選定した事例 
 

● 取組み主体 

 北海道開発局旭川開発建設部（河川事務所）、旭川市 

 

● 取組み概要 

 旭川市では、平成２５年度からモデル的に洪水ハザードマップの浸水想定区域２地区

（忠和地区・近文地区）に「まるごとまちごとハザードマップ」の設置をしている。 

 

● 実施内容 

 忠和地区３５箇所（指定避難所４箇所、電柱３１箇所）設置 

忠和地区では、ワークショップの開催を２回実施し、貼り付け場所を選定し設置し

ている。 

 近文地区４０箇所（指定避難所８箇所、指定緊急避難場所１箇所、電柱３１箇所） 

 

● 期待される効果 

 浸水想定区域に設置することによって、早期の避難行動等の促進が期待できる。 

 ワークショップを開催することにより住民の意見を反映することで、その地区での最

適な場所に設置することが期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 

 

 

  
      忠和地区電柱          忠和地区指定避難所 
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1-2-3 現地調査  現地調査 

住民・自治体・河川事務所が協働で設置した事例 
 

● 取組み主体 

 武雄河川事務所・武雄市・伊万里市 

 

● 取組み概要 

 事前計画段階から設置にいたるまで、地域自治会・自治体と河川管理者が連携して行

っており、設置場所や避難経路などの確認、実際の現地確認、設置まで一連の作業を

協働で行っている。 

 

● 実施内容 

 自治体とは設置についての覚え書きを締結し役割分担を明確にし、地域住民とは企画

段階から設置まで行動に参加してもらった。その後自治会では毎年自主防災組織の活

動も継続し、マスコミの取材も受けている。 

 

● 期待される効果 

 地域住民が計画段階から参加していただいた結果、防災意識の高揚が図れた。また、

観光地でもあるため、観光に訪れた人々からは見知らぬ土地で災害に遭遇したときに

役に立つと好評である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 

 

 

 

 

地域住民と現地調査 設置も地域住民と 

マスコミの取材多数 

設置箇所も

ゴミステー

ションの脇

等、定期的

に住民が目

に付く場所

を選定 
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1-2-3 現地調査  現地調査 

地元商店街と連携した設置の事例 
 

● 取組み主体 

 北海道開発局留萌開発建設部、留萌市、留萌市商店街振興連合会 

 

● 取組み概要 

 国、地元自治体、地元商店街が連携し「まるごとまちごとハザードマップ」による防

災意識啓発を実施している。 

 

● 実施内容 

 留萌市では昭和 63 年 8 月に既往最大の洪水が発生し、留萌川の氾濫により市街地の約

1/3 が水に浸かり、都市機能が完全に麻痺するなどの深刻な被害を被った。この被災

の教訓を活かし、「留萌市商店街振興連合会」では、住民の防災意識の啓発と災害に強

いまちづくりを目指すため、留萌開発建設部及び留萌市が実施している標識設置と連

携し、独自に同様の標識を設置している。 

 

● 期待される効果 

 地元団体との連携による防災意識の向上。 

 人通りが多い商店街に設置することにより、日常的に「まるごとまちごとハザードマ

ップ」を見ることになり、認知度の向上が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 
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1-2-3 現地調査  現地調査 

設置イメージによるシミュレーションをしている事例 
 

● 取組み主体 

 豊岡河川国道事務所、豊岡市 

 

● 取組み概要 

 設置場所での見易さを考慮して、看板の大きさを設定している。 

 設置場所の選定では、写真を加工して設置イメージを作成し、数パターンのシミュレ

ーション結果をもとに関係機関が調整して設置している。 

 

● 実施内容 

 設置前に「説明標識Ａ３サイズ＋水位標識Ａ３サイズ」を用いて現地で設置位置の検

討を行い、設置高さや視認性等を確認し、設置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置前（シミュレーション）              設置後 

 

 

● 期待される効果 

・設置状況の事前確認による標識の円滑な設置が期待される。 

 

出典：豊岡河川国道事務所提供資料 
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1-2-4 標識の設置  設置箇所の選定 

設置場所を工夫した事例 

（民間施設等への設置） 
 

● 取組み主体 

 大山崎町 

 

● 実施内容 

 阪急大山崎駅の駅前、JA 京都中央大山崎支店に「まるごとまちごとハザードマップ」

の看板を設置している。 

 

● 期待される効果 

 日常的に看板を見るため、認知度の向上が期待される。 

 

阪急大山崎駅 

JA 京都中央大山崎町 
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1-2-4 標識の設置  設置箇所の選定 

保育所や公民館などへの設置事例 
 

● 取組み主体 

 那須烏山市 

 

● 取組み概要 

 那須烏山市では地区毎の浸水想定区域及び浸水深が確認出来る「まるごとまちごとハ

ザードマップ」を設置している。 

 

● 実施内容 

 保育所や公民館など、住民が目にしやすい箇所に「まるごとまちごとハザードマッ

プ」の看板を設置し、情報提供を行っている。 

 

● 期待される効果 

 日常的に看板を見るため、認知度の向上が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 
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1-2-4 標識の設置  設置箇所の選定 

小学校等の市内公共施設への設置事例 
 

● 取組み主体 

 古河市、利根川上流河川事務所 

 

● 取組み概要 

 古河市では常日頃の注意喚起が被害を最小限に抑えるために重要と考え、市民に対し

て利根川・渡良瀬川の氾濫時の想定浸水深の周知及び防災意識の向上のため、河川管

理者と協力して市内公共施設へ「まるごとまちごとハザードマップ」の標識設置を実

施している。 

 

● 実施内容 
 予想される浸水深が深い地域の公共施設６か所に設置を実施している。 

 

● 期待される効果 

 多くの市民が日常的に利用する公共施設に設置することによって、想定浸水深の周知

及び防災意識の向上が期待出来る。また学校への設置により洪水災害が特別なもので

はなく、常日頃から身近にあるという意識を持つことに役立っている。 

 

「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 

番号 実施年度 設置場所 

1 平成 25 古河総合公園 

2 平成 25 古河市生涯学習センター総和 

3 平成 25 古河市立古河第七小学校 

4 平成 25 古河市立釈迦小学校 

5 平成 25 古河市立水海小学校 

6 平成 25 古河市立総和南中学校 
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1-2-4 標識の設置  設置箇所の選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

水海小学校（校舎東側壁面）          釈迦小学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     古河第七小学校              生涯学習センター総和 
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1-2-4 標識の設置  設置箇所の選定 

市役所等の市内公共施設への設置事例 
 

● 取組み主体 

 豊田市 

 

● 取組み概要 

 平成２０年度から平成２２年度の３か年で条件に適合する施設のうち、施設管理者の

了承が得られた施設１０か所に設置。 

 

● 実施内容 

 想定浸水深の深い公共施設（避難場所、交流館等の拠点施設及び啓発性の高い施設）

にまるごとまちごとハザードマップを設置している。 

 なお、想定浸水深が１．０ｍ未満の施設には設置していない。 

 

● 期待される効果 

 多くの市民が日常的に利用する公共施設に設置することによって、想定浸水深の周知

及び防災意識の向上が期待出来る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊田市役所 
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1-2-4 標識の設置  設置箇所の選定 

往来の多い幹線道路に設置した事例 
 

● 取組み主体 

 国土交通省、常陸太田市 

 

● 取組み概要 

 常陸太田市では往来の多い幹線道路を対象に「まるごとまちごとハザードマップ」を

設置している。 

 

● 実施内容 

 電柱に看板及びテープを設置し、住民の洪水への意識高揚を図り、安全かつスムーズ

な避難行動につなげることを目的として設置。 

 

● 期待される効果 

 日常的に看板を見るため、認知度の向上が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 
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1-2-4 標識の設置  設置箇所の選定 

住民が設置箇所を選定している事例 

 

● 取組み主体 

 庄内川河川事務所、名古屋市 

 

● 取組み概要 

 近年災害にあった地区の住民と協力してまるごとまちごとハザードマップを実施して

いる。 

 

● 実施内容 

 住民自らが設置箇所を選定し、設置している。 

 

● 期待される効果 

 住民目線で必要な箇所に標識を設置できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
市内に設置された標識 
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1-2-4 標識の設置  設置形式の選定 

複数デザインの看板を設置した事例 
 

● 取組み主体 

 川内川河川事務所、流域市町 

 

● 取組み概要 

 平成 18 年 7 月の出水が契機に設立された「川内川水系における水害に強い地域づく

り」のアクションプログラムのうち“わかりやすく精度の高い情報提供”として「ま

るごとまちごとハザードマップ」の位置付けがある。 

 

● 実施内容 

 川内川流域の看板は 9 種類の看板があり、実績浸水深だけでなく当時の写真や状況を

記載した看板もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川内川流域に設置されている看板の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所に設置されている看板（災害の記録）        避難所案内版 

 

● 期待される効果 

 災害後の防災意識の風化の防止が期待される（災害の記録）。 

出典：川内川河川事務所提供資料 
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1-2-4 標識の設置  設置形式の選定 

災害への啓蒙に配慮して設置した事例 
 

● 取組み主体 

 豊岡河川国道事務所、豊岡市 

 

● 取組み概要 

 H16 台風 23 号災害後の、H18 に国、県、市で定期的に連絡会を開催して看板設置につ

いて協議された。台風 23 号災害後のため、災害を記憶しておくためにも看板設置が

必要であった。 

 

● 実施内容 

 ＰＲ用として、他の看板より大きく、特徴ある看板を２箇所（出張所前と慰霊碑前）

に設置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 期待される効果 

 毎年慰霊碑では、追悼式が行われており、その際に必ず確認され、災害を忘れないと

いう啓蒙にも寄与している｡ 

出張所前に設置された看板（A1 サイズ） 慰霊碑前に設置された看板 



＜事例 23＞   
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1-2-4 標識の設置  設置形式の選定 

まるごとまちごとハザードマップと併せて 

浸水リスク啓発のためのツールを配布した事例 
 

● 取組み主体 

 庄内川河川事務所、名古屋市 

 

● 取組み概要 

 近年災害があり実施の意欲のある地区の住民と協力している。まるごとまちごとハザ

ードマップを実施した地区では、洪水ハザードマップを見て自分の住んでいる場所の

浸水深を把握してもらうために、浸水深を記入するシールもあわせて配布している 

 

● 実施内容 

 まるごとまちごとハザードマップを設置した地区（名古屋市内の学区の一部）を対象

に浸水深を記入するシールを配布。 

 各自が洪水ハザードマップを確認して浸水深を記入し各家庭の玄関などに貼付するこ

とにより、日頃から浸水への意識を持てる。 

 

● 期待される効果 

 シールに浸水深を記入するために、洪水ハザードマップを確認するため、浸水リスク

を認識できる。 

 日ごろから浸水リスクを確認でき、防災への意識を持てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋市に設置されている看板 

浸水深を記入するシール 

 

2 

住民が洪水ハザード

マップを確認して、

浸水深を記入する。 

出典：名古屋市 HP 
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1-2-4 標識の設置  設置形式の選定 

避難誘導にも役立つ看板を設置した事例① 
 

● 取組み主体 

 北海道開発局旭川開発建設部（河川事務所）、東神楽町 

 

● 取組み概要 

 東神楽町では、平成 20 年度から、浸水想定区域及び避難所、避難場所に「まるごとま

ちごとハザードマップ」の設置を実施している。 

 

● 実施内容 

 浸水想定区域内の公園、公共施設、避難誘導路２３箇所に設置 

 避難所１７箇所、避難場所２箇所に避難所・避難場所標示看板を設置 

 英語標記あり 

 

● 期待される効果 

 住民等の避難場所への認知を高めるとともに、災害時の避難場所への避難に資する。 
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1-2-4 標識の設置  図記号と説明文の併記 

地域住民の特性を踏まえて言語表記を工夫した事例 

 

● 取組み主体 

 坂祝町 

 

● 取組み概要 

 平成 23 年 9 月の台風 15 号及び豪雨により浸水した箇所に実績浸水深の標識を設置し

ている。 

 

● 実施内容 

 町内に在住する外国人の母国語を念頭に英語以外にポルトガル語の説明文も併記して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ポルトガル語の説明文が記載された標識 

 



＜事例 26＞   
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1-2-4 標識の設置  
洪水標識・内水標識（表示内容説明板）のレイアウ

ト 

想定最大規模を対象とした標識を設置した事例 
 

● 取組み主体 

 信濃川河川事務所、弥彦村 

 

● 取組み概要 

 想定最大規模の降雨を対象とした想定浸水深の標識を設置している。 

 

● 実施内容 

 これまでに設置されている計画規模相当の標識と区別するために、想定最大規模の降

雨を対象とした標識を設置する場合は、「この場所は○○川が氾濫すると”最大”○ｍ

浸水する可能性があります」と記載している。 

 
● 期待される効果 

 計画規模や想定最大規模などの洪水の規模を明示することで理解の深化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
設置されている想定最大規模の標識レイアウト 

 

 

弥彦村役場入り口での設置状況 



＜事例 27＞   
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1-2-5 管理  標識の管理・点検 

維持管理資料を作成している事例① 
 

● 取組み主体 

 淀川河川事務所 

 

● 取組み概要 

 手引きに記載されている台帳例を用いて、管理台帳を作成している。 

 

● 実施内容 

 「河川管理者-市区町村」間で維持管理等の覚書を作成している。 

 管理台帳を作成し、管理している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
淀川河川事務所が作成している台帳 

 

出典：淀川河川事務所提供資料 
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1-2-5 管理  標識の管理・点検 

維持管理資料を作成している事例② 
 

● 取組み主体 

 北海道開発局札幌開発建設部 

 

● 取組み概要 

 手引きに記載されている台帳例を用いて、管理台帳を作成している。 

 

● 実施内容 

 「河川管理者－市町村」間で維持管理等の覚書を作成している。 

 管理台帳を作成し、管理している。 

 
■30.避難所誘導標識③ 

   管理番号 30③ 

   管理課名 当別町総務部総務課 

        

一般事項 

設置年月日 平成 26年 12月 10日～平成 26年 12月 16日 

設置場所 
住所：当別町園生 

施設：照明灯 

本
体
制
作
業
者 

社 名 有限会社 地域創研 

部署名  

標識種別 
1.記名  ②.誘導  ③.浸水  担当者 平山智彰 

4.その他(         ) 電 話 0155-35-1762 FAX 0155-67-6068 

本体寸法  ×  ×  ㎜ 
表
示
制
作
業
者 

社 名 有限会社 地域創研 

表示板面寸法 H800 × W130 ㎜ 部署名  

本
体
仕
様 

表示板 
1.ステンレス  ②.アルミ  3.スチール 担当者 0155-35-1762 

4.樹脂系 5.その他(               ) 電 話  FAX 0155-67-6068 

柱 
1.ステンレス  2.アルミ  3.スチール 

施
工
業
者 

社 名 有限会社 地域創研 

4.樹脂系 5.その他(       ) 部署名  

照明 
1.内照 2.外照 担当者 平山智彰 

灯種(    ) 規格   Ｗ   本 電 話 0155-35-1762 FAX 0155-67-6068 

占用許可者 当別町 

設置場所 

見取り図 

 
 
 
 
 
 
 
 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

現況写真 

表示面写真 

 

N 

：撮影方向 
：誘導方向（計画） 
：標識の設置位置および

設置方向 
：当該標識において誘導
可能な方向 

凡 例 

 
 

北海道開発局札幌開発建設部が作成している台帳 



＜事例 29＞   
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1-2-5 管理  標識の管理・点検 

効率的な点検を実施している事例 
 

● 取組み主体 

 輪之内町 

 

● 取組み概要 

 輪之内町では、町が所有している防災無線に、まるごとまちごとハザードマップを設

置している。 

 

● 実施内容 

 年に一回の防災無線の点検時に、まるごとまちごとハザードマップの点検も併せて実

施することができ、維持管理の合理化を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
輪之内町に設置されている看板（防災無線に添加） 

 

 



＜事例 30＞    
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1-2-6 活用と見直し  標識の広報・周知・活用 

ホームページによる情報提供をしている事例① 
 

● 取組み主体 

 姫路河川国道事務所 

 

● 実施内容 

 HP で「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況等を紹介している。 

 

● 期待される効果 

 「まるごとまちごとハザードマップ」を実施していない地域の住民への情報提供等が

期待される｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
姫路河川国道事務所の HP 

http://www.kkr.mlit.go.jp/himeji/torikumi/river/database/mmhmweb/index.html 

出典：姫路河川国道事務所 HP 



＜事例 31＞   
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1-2-6 活用と見直し  標識の広報・周知・活用 

ホームページによる情報提供をしている事例② 
 

● 取組み主体 

 北海道開発局札幌開発建設部 

 

● 実施内容 

 ＨＰで「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況等を紹介している。 

 

● 期待される効果 

 「まるごとまちごとハザードマップ」を実施していない地域の住民への情報提供等が期待さ

れる。 

 

 

  
 

北海道開発局札幌開発建設部のＨＰ 

http://www.sp.hkd.mlit.go.jp/kasen/11saigai/00saigai_siensitsu/01hazardmap_sakuseisien/index.html 



＜事例 32＞   

- 36 - 

1-2-6 活用と見直し  標識の広報・周知・活用 

出前講座や防災教育で活用している事例 
 

● 取組み主体 

 淀川河川事務所 

 

● 取組み概要 

 出前講座の際に「まるごとまちごとハザードマップ」を活用している。草内小学校で

の出前講座の内容としては、「まるごとまちごとハザードマップ」の説明後、水害につ

いて説明していた。 

 

● 実施内容 

 水害についてのクイズにまるまちを活用 

【質問】草内小学校はどのぐらいの深さまで水に浸かると思いますか？ 

【回答】①１．６ｍぐらい、②２．６ｍぐらい、③３．６ｍぐらい 

 

● 期待される効果 

 子供（小学４年生）の反応としては、理解して、恐怖心を持っていた。「帰宅したらハ

ザードマップを見て避難所も確認します」との意見もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新聞記事 出前講座で使用したクイズ 

出典：株式会社 洛南タイムス社 出典：淀川河川事務所提供資料 



＜事例 33＞   
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1-2-6 活用と見直し  標識の広報・周知・活用 

防災講座での活用の事例 
 

● 取組み主体 

 京浜河川事務所、横浜市鶴見区 

 

● 取組み概要 

 京浜河川事務所と鶴見川沿川自治体では毎年地区を変えて、各地区３回連続の「防災

情報連続講座」を開催している。その中で、「まるごとまちごとハザードマップ」を活

用した町歩きを実施している。 

 

● 実施内容 

 街歩き時に、看板の前で浸水深、避難場所等の説明をしている。 

（平成 24:鶴見区駒岡地区、平成 25鶴見区上末吉地区、平成 26:鶴見区市場地区 

平成 27：鶴見区矢向地区） 

 

● 期待される効果 

 実際に、河川管理者（京浜河川）から河川について、自治体（鶴見区）から避難につ

いての説明を行うことにより理解が深まっている。 
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1-2-6 活用と見直し  標識の広報・周知・活用 

地域での防災訓練で活用した事例 
 

● 取組み主体 

 千葉県香取市 

 

● 取組み概要 

 香取市では「まるごとまちごとハザードマップ」の設置に合わせ地域住民による避難

訓練を実施している。 

 

● 実施内容 

 洪水への意識を高め、浸水深や避難所の方向などの知識の普及を図るため、避難路の

途中にある「まるごとまちごとハザードマップ」の表示を確認しながら避難所まで移

動した。 

 

● 期待される効果 

 実際の避難経路を歩く経験とともに、標識設置箇所でどの程度の浸水深が想定されて

いるかを確認することができ、住民の洪水への意識の向上が期待される。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 



＜事例 35＞    
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1-2-6 活用と見直し  標識の広報・周知・活用 

地域版の防災教材への活用事例 
 

● 取組み主体 

 姫路河川国道事務所 

 

● 取組み概要 

 防災学習の教材で「まるごとまちごとハザードマップ」を紹介している。 

 防災学習教材「川とともに生きる」高学年用に掲載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
防災学習教材「川とともに生きる」 

出典：姫路河川国道事務所提供資料 



＜事例 36＞   
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1-2-6 活用と見直し  標識の広報・周知・活用 

学習プログラムでの活用事例 
 

● 取組み主体 

 川内川河川事務所 

 

● 取組み概要 

 川内川河川事務所では、水防災学習プログラムとして、小学校１年生～６年生の各学

年において、理科、社会科、家庭科、生活科等の各教科に 水防災視点を盛り込み、関

連付け、発達段階に応じて水防災知識や災害における判断力を身に付けていくことが

できる体系的な学習プログラム・教材を作成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 実施内容 

・ 小学２年生の生活科の教材において普段から洪水に対する意識を高め、避難場所が

わかるようにする看板として「まるごとまちごとハザードマップ」を紹介している。 

 

 

 

 

防災学習の教材 

水防災学習プログラムのカリキュラム 

出典：平成 26 年度第３回 鶴田ダムとともに水害に強い地域づくりを考える意見交換会 説明資料 

出典：川内川河川事務所 HP 



＜事例 37＞   
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1-2-6 活用と見直し  標識の広報・周知・活用 

洪水ハザードマップへの活用事例 
 

● 取組み主体 

 東京都北区 

 

● 実施内容 

 洪水ハザードマップに「まるごとまちごとハザードマップ」の設置位置を記載してい

る。 

 「まるごとまちごとハザードマップ」の設置位置は、「くるゾウマーク」として解説文

を記載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
北区洪水ハザードマップ（荒川） 

 

 
 

 
くるゾウマーク 

出典：東京都北区 HP 

出典：東京都北区 HP 
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1-2-6 活用と見直し  標識の広報・周知・活用 

マイ防災マップへの活用事例 
 

● 取組み主体 

 山形県長井市館町南地区 

 

● 実施内容 

 まるごとまちごとハザードマップの設置と併せてマイ防災マップを作成している。 

 作成されたマイ防災マップには、「まるごとまちごとハザードマップ」の設置位置が記

載されている。 

 

 

 

マイ防災マップ 

設置箇所 

出典：長井市提供資料 
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1-3 標識板面の例と設置のイメージ  - 

景観に配慮した看板を設置した事例 
 

● 取組み主体 

 豊岡河川国道事務所、豊岡市 

 

● 取組み概要 

 平成 16 年台風 23 号災害後の平成 18 年に国、県、市で定期的に連絡会を開催して看板

設置について協議し、看板の設置を実施。災害を記憶しておくためにも看板設置が必

要であった。 

 

● 実施内容 

 城崎温泉に設置した標識については、木造温泉旅館など周囲の景観に配慮し、標識板

を茶色を基調とした配色とした。 

 外国語（英語）も併記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 期待される効果 

 観光地における景観への配慮。 

 外国人観光客への情報提供。 

 

景観に配慮した看板 

出典：豊岡河川国道事務所提供資料 

注）現在は、設置場所の建物の改築により撤去されている。 
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1-3 標識板面の例と設置のイメージ  - 

視認性に配慮して設置した事例 
 

● 取組み主体 

 三条市、葛飾区、北区（東京都）等 

 

● 実施内容 

 電柱の両面に「まるごとまちごとハザードマップ」看板を設置している。 

 

● 期待される効果 

 歩行者からの視認性が良く、認知されやすいことが期待される｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三条市 北区（東京都） 
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1-3 標識板面の例と設置のイメージ  - 

浸水深の表示方法を工夫した事例① 
 

● 取組み主体 

 葛飾区 

 

● 実施内容 

 旧手引きでは、浸水深の表示として「浸水深高さ表示板」を設置することとしている

が、葛飾区では、テープを用いて浸水深を表示している。 

 旧手引きでは、浸水深の表示を青色としているが、視認性の観点から赤色を用いてい

る。 

 

● 期待される効果 

 視認性が増し、認知度向上に繫がることが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
葛飾区に設置されている看板とライン 
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1-3 標識板面の例と設置のイメージ  - 

浸水深の表示方法を工夫した事例② 
 

● 取組み主体 

 常陸河川国道事務所、ひたちなか市 

 

● 取組み概要 

 ひたちなか市では、昭和６１年の那珂川の氾濫、平成１０年の台風による大雨の被害

等により、那珂川沿岸地区において大きな被害を受けたことから、特に被害が大きい

枝川地区に「まるごとまちごとハザードマップ」看板を設置。 

 

● 実施内容 

 電柱に「まるごとまちごとハザードマップ」看板を設置。歩行者の視認性を考慮し、

看板の設置高を人の目線の高さになるよう配慮した。 

 

● 期待される効果 

 看板設置とあわせて、想定浸水深（青ライン）と昭和６１年那珂川氾濫時の実際の浸

水深（赤ライン）を電柱に表示することにより、地域住民に対しての注意喚起を図る

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 
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1-3 標識板面の例と設置のイメージ  - 

浸水深の表示方法を工夫した事例③ 

 

● 取組み主体 

 猪名川河川事務所 

 

● 取組み概要 

 猪名川流域における過去の洪水のデータをもとに、過去の大水害で浸水した深さを示

す標識を 47箇所に設置している。 

 

● 実施内容 

 実績の浸水深を示すテープに「昭和 13 年 7 月集中豪雨 この高さまで水がきました」

等の説明文を記載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
猪名川流域に設置されている標識と浸水深を示すテープ 
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1-3 標識板面の例と設置のイメージ  - 

カスリーン台風実績浸水深での設置の事例 
 

● 取組み主体 

 利根川上流河川事務所、杉戸町、久喜市、幸手市、加須市、宮代町 

 

● 取組み概要 

 利根川上流河川事務所では、過去の洪水被害を忘れないため、また常日頃の注意喚起

が被害を最小限に抑えるために重要と考え、昭和 22 年カスリーン台風の氾濫時実績浸

水深の看板設置を各関係自治体と協力して実施している。 

 

● 実施内容 

 関係 5 自治体と連携し、昭和 22 年のカスリーン台風時の実績浸水深の看板を平成 28

年 4月現在 114箇所に設置している。 

 

● 期待される効果 

 過去に大きな被害をもたらしたカスリーン台風の実績浸水深をまちなかの電柱に表示

することにより、洪水災害が特別なものではなく常日頃から身近にあるという防災意

識の向上に役立っている。 

 

「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 

番号 自治体 設置数 設置場所 

1 杉戸町 １７箇所 杉戸町清地、杉戸町杉戸など 

2 久喜市 ３９箇所 久喜市中央、久喜市南、旧鷲宮町、旧栗橋町など 

3 幸手市 ２０箇所 幸手市南など 

4 加須市 １７箇所 旧大利根町旗井、北下新井など 

5 宮代町 ２１箇所 宮代町百聞、宮代町西光院など  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出展：国土交通省 利根川上流河川事務所 
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1-3 標識板面の例と設置のイメージ  - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洪水関連情報の標識及び浸水高テープにより昭

和 22 年のカスリーン台風時の実績浸水深を表示。         
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1-3 標識板面の例と設置のイメージ  - 

避難誘導にも役立つ看板を設置した事例② 
 

● 取組み主体 

 下館河川事務所、さくら市 

 

● 取組み概要 

 災害時のエリアメール等の補完として、住民はもちろん、旅行等でさくら市を訪れた

方にも避難誘導の助けとなる標識を設置。 

 

● 実施内容 

 ＪＲ氏家駅から避難所となっている氏家小学校まで、メインルートのほか住民が使う

３ルートに標識を設置 

 

● 期待される効果 

 日頃から浸水リスクを確認でき、防災への意識を持てる。 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 
まるごとまちごとハザードマップ標識設置箇所         設置された看板 
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1-3 標識板面の例と設置のイメージ  - 

浸水深の表示方法を工夫した事例 
 

● 取組み主体 

 村上市神林地区 

 

● 取組み概要 

 神林地区では「まるごとまちごとハザードマップ」の看板を設置している。 

 

● 実施内容 

 「語り継げ！羽越水害 子に孫に」を合言葉とし、羽越水害を記憶し続けるため、実

際に計測された水位表示看板を設置している。 

 神林地区荒川流域、各集落内に設置している。 

 

● 期待される効果 

 被災経験の風化を抑え、日常的に看板を見ることから、認知度向上に繋がることが期

待される。 

 

  
 

  
 

「まるごとまちごとハザードマップ」の実施状況 
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1-3 標識板面の例と設置のイメージ  - 

過去の災害の記憶を風化させないよう 

記載内容を工夫した看板設置の事例 
 

● 取組み主体 

 宮崎河川国道事務所 

 

● 取組み概要 

 宮崎河川国道事務所では設置している「まるごとまちごとハザードマップ」の洪水標

識（実績浸水深）の一部について、表示内容に工夫を凝らしている。 

● 実施内容 

 単純に実績浸水深のみを表記するのではなく、過去の災害の概要、当時の浸水写真を

あわせて掲示している。（平成１７年台風１４号による水害について記載。） 

 

● 期待される効果 

 公民館前など、多くの住民が利用する場所に掲示することで、台風１４号水害の記憶

を風化させず、水害時の貴重な教訓や経験を振り返り、将来起こりうる大洪水への備

えについて、あらためて考えるきっかけを生むことができる。 

 

   
公民館前など、多くの住民が利用する施設に設置 
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- 参考  - 

マンホールを活用した事例 

 
 

● 実施内容 

 歩道に設置されたマンホールの蓋に避難場所等を示すマークや方角、距離を表示す

る。 

 

● 期待される効果 

 高い位置に設置された案内版を見落とす可能性がある高齢者や子供に対して、歩道に

設置されたマンホールの蓋の案内により認知度向上が期待できる。 

マンホールの蓋を用いたまるごとまちごとハザードマップへの活用例 

【気づきを促すデザイン】
・避難場所に関する情報

・災害履歴に関する情報

・内水浸水想定深 等

例）避難場所名、避難場所までの距離

例)H20.6.1に時間雨量70ｍｍの
降雨により、このマンホールから溢水し
ました。（浸水深さ50cm）

例）このマンホール付近では、下水道の
能力を超える大雨(時間雨量
50mm以上）が降った場合に、溢
水する可能性があります。
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- 参考  - 

取組みにおける予算制度事例 
 

● 取組み主体 

 三条市 

 

● 取組み概要 

 社会資本整備総合交付金：都市再生整備計画事業(旧まちづくり交付金事業)の基幹事

業として「まるごとまちごとハザードマップ」を実施している。 

 

● 実施内容 

 平成 19、平成 20 年度にモデル事業として実施し、平成 22～24 年度に都市再生整備計

画事業として実施し、平成 24年度までに約 1,000 箇所設置している。 

 

 

 

 

  

 

都市再生整備計画事業計画書：整備方針概要図 

出典：三条市 HP 
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- 参考  - 

取組みにおける予算制度 
 

● 取組み概要 

 社会資本整備総合交付金・安全安心交付金の効果促進事業として「避難誘導標識(まる

ごとまちごとハザードマップ」等の設置について交付金の活用が可能。 

国土交通省 HP：http://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_000213.html 参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省 HP 

http://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_000213.html
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1-3 標識板面の例と設置のイメージ  － 

「まちなか洪水ハザードシール」を活用して 

想定最大降雨に基づく浸水深を表示した事例 
 

● 取組み主体 

 熊谷市 

 
● 実施内容 

 浸水深表示をシールにして防災行政無線のボックス、無線柱のうち、目につきやすい 

場所に張り付けたもの。 

 表示様式は電柱巻き付けのものと同様であるが、シール素材とすること、企業との包 

括協定による取り組みとすることで低価格化を実現している。 

 
 
 

 
★耐水・耐光シールを使用 

 

 

 

 

 

 

 

←ＱＲコード（重ねるハザードマップ） 

←包括連携協定による取り組み 

 

 

 

 

 

    
 

無線機器ボックスに貼付した場合      無線柱に貼付した場合   
（出典：熊谷市HP）    

● 期待される効果 

 市内に 240 か所ある防災行政無線のうち、目につきやすい場所にあるものを選択して貼

付することで、効果的な周知を行うことができる。 

 QR コードで重ねるハザードマップにアクセスを促し、水害リスクを知るきっかけとなる

ことができる。 
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1-3 参 考  － 

「球技イラスト」で浸水深を表示した事例 
 

● 取組み主体 

 倉敷市川辺小学校 

 
● 実施内容 

 浸水深を、子どもに恐怖心を与えないことに配慮し、球技イラストで表現して学校内に

掲示している。 

 それぞれの絵の中に含まれる横のラインが浸水位であることを学習することで、“浸水深

表示”として理解される 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 期待される効果 

 浸水する深さという、伝え方によっては恐怖を与える情報内容を別の表現で表すことで

恐怖心を軽減させながら記憶をしてもらうことができる。 

 意図する内容（浸水深を表していること）を別途に学習させることで、表示の自由度を

上げることが可能なことを示す取り組みとなっている。 

 

         （出典：山陽新聞デジタル）    
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- 参 考 
 

－ 

想定最大規模洪水の浸水深を 
浸水想定テープで表示した事例 

 

● 取組み主体 

 淀川河川事務所、門真市 

 
● 取組み概要 

 点として表示する手法を発展させ、テープにより線状に表示をすることで、水位を連 

続した面として感じ取れる取り組みで、より水害リスクを知る効果を上げることを目 

指した。 

 
● 実施内容 

 街中にマスキングテープなどの素材の「浸水想定テープ」を張り、浸水位の見える化 

を図ったもの。 

 小学校を対象として、学生防災ボランティアとともに「マイまるごとまちごとハザー 

ドマップ」イベントとして実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
線としての表示で、すぐにはがせるもの

ではなく恒久的な掲示を狙った工夫。 

自動車用シートベルトの素材をフェンス

に絡ませることで簡易的な水位指標とし

ている。 

（北巣本小学校） 

 

（出典：淀川河川事務所HP）    
● 期待される効果 

 作業の過程で、自ら手を動かして浸水深を確認することで、身近な場所の水害リスク

を、実感をもって知ることができる。 

 マスキングテープという素材を使うことで、何度でも貼ってはがすことができ、様々な

場所で試すことができる。 

 

 



 

- 59 - 

 

【類似事例】 
 

● 取組み主体 

 箭田地区まちづくり推進協議会 

 
● 取組み概要 

 浸水被害を受けた民家や店舗の壁面に、西日本豪雨の際の水位を示す紙テープを張る

活動を実施。 

 
● 実施内容 

 壁に残った浸水の痕跡を探す街歩きの後、痕跡の高さに浸水した水位を表すテープを

張り付けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典：毎日新聞 HP 大阪朝刊）   

 

 

 

 

 

 

● 期待される効果 

 目に見える形で残すことで、この場所に水害があったことを伝えていくことができ、

注意喚起につながる。 
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- 参 考  － 

オレンジラインの表示による事例 
 

● 取組み主体 

 倉敷市 

 

● 取組み概要 

 小田川が決壊した時に到達する予測水位をオレンジ色のラインで表示する取り組みを市

内で実施している。 

 

● 実施内容 

 浸水深を簡易な統一の様式（オレンジ色の線のみの表示）で井原鉄道の高架や学校の校

舎など、街中に表示したもの。 

 単なるオレンジ色の線であるが、学習効果でそれが浸水深を示すものであることを知ら

せている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

● 期待される効果 

 共通仕様の線で表すことを、あらかじめ見る人に意識づけることで、簡易的に浸水位を

表示することが可能となる 

 



＜事例 55＞ 

- 61 - 

- 参 考  － 

「浸水深シール」を活用した事例 
 

● 取組み主体 

 橿原市 

 

● 実施内容 

 洪水のマークをシールとして配布したもの。 

 ハザードマップを読み取り、浸水が想定されている深さを自分で記入し、自宅などに貼

ってもらう取り組みとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典：特定非営利活動法人防災デザイン研究所 HP）    

 

 

● 期待される効果 

 ハザードマップから読み取った浸水深を身近な場所に貼ることで、その場所がどのくら

い浸水するのかを、より強く記憶に残すことができる。 

 マークのシールと一緒に配布することで遊び心を持ちながら、水害のリスクに関心を持

ってもらうことができる。 

 

 

裏面 
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1-3 標識板面の例と設置のイメージ  － 

浸水深の表示方法を工夫した事例⑤ 
 

● 取組み主体 

 木津川市、淀川河川事務所、京都国道事務所 

 
● 取組み概要 

 想定される浸水深の高さに合わせて、電柱や照明柱、歩道橋等へ青色のラッピング標識

を施し、まるごとまちごとハザードマップの「見える化（高度化）」を実施した。 

 
● 実施内容 

 木津川市では、令和 3 年度に市役所周辺の電柱 10 箇所に、想定される浸水深の高さに合

わせたラッピングを施すことにより、「まるごとまちごとハザードマップの高度化」を実

施した。 

 令和4年度には、木津駅前から市役所前・小学校周辺を含め30箇所でラッピングを実施。 

 標識は、関係機関と各自治会が参加するまち歩きや検討会を通して、子供達が良く通る

通学路や、多くの市民の目に付く国道沿いを中心に展開した。 

 
出典：木津川市資料 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：木津川市資料  出典：近畿地方整備局資料 

● 期待される効果 

 電柱ラッピングは通常の電柱等への取付型標識よりも表示面積が大きいため、実際の浸

水時の状況がさらに見えやすくなり、地域の水害リスクが実感できる。 

 ブルーの電柱は遠方からも目立ち、気づいてもらいやすくなる。 

 

想定最大浸水深 

浸水実績 
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1-3 標識板面の例と設置のイメージ 
 

－ 

夜間に発光する素材を用いた標識の事例 
 

● 取組み主体 

 王寺町 

 
● 取組み概要 

 夜間の視認性に優れる蓄光素材を用いた標識を、洪水浸水想定区域内 215 箇所に設置し

た。 

 
● 実施内容 

 標識の素材に夜間に発光する蓄光素材を採用した。 

 標識の左上部には WEB版ハザードマップへリンクする QRコードを配置した。 

 電柱などの人の目につきやすい場所、高さに設置した。 

   
● 期待される効果 

 発光により、夜間でも標識を認識しやすく、表示内容を読みやすくなる。 

 夜間に災害が発生した場合、避難先がわかりやすくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表示内容 

・想定浸水深 

・注意する河川 

・過去の浸水実績 

・最寄りの避難場

所 

 （方向） 

・QRコード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

夜間でも発光し 

表示内容がわかる 

出典：王寺町HP  
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－ 参考 
 

－ 

QRコードから浸水時のフォトモンタージュを確認できる事例 
 

● 取組み主体 

 茨木市 

 
● 取組み概要 

 浸水したイメージを画像で確認できるフォトモンタージュの QR コードを標識に表示し

た。 

 
● 実施内容 

 安威川等が氾濫した場合の想定最大浸水深を表示した標識を指定避難所 44 か所、その他

市有公共施設 43か所に設置した。 

 指定避難所 44 か所の標識には、浸水したイメージをフォトモンタージュ画像として確認

できる QRコードを表示した。 

 
● 期待される効果 

 指定避難所の浸水イメージをその場で確認でき、地域の水害リスクを住民により効果的

に伝えることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：茨木市HP  

 

表示内容説明板 

QR コードを読み取ると その場所の浸水イメージ画像を表示 

浸水深表示板 指定避難所 
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－ 標識板面の例と設置のイメージ  － 

自主防災組織と市町村が連携して設置した事例 

浸水深の表示方法を工夫した事例⑥ 
 

● 取組み主体 

 熊本県 

 
● 取組み概要 

 自主防災組織と市町村が連携し、建物や電柱などに想定浸水深や避難場所等を明示 

 市町村・自主防災組織が使用することのできる災害種別一般図記号を用いた標識デザイ

ン（認知度の高い県のマスコットキャラクターを配置し、目を引くデザイン）を８種類

（想定浸水深※、実績浸水深、避難所、土石流注意、地滑り注意）作成し、提供した。 
※洪水、内水氾濫、高潮、津波の４種 

 
● 実施内容 

 多良木町、球磨村、宇城市等の県南地域において、想定浸水深や令和 2 年 7 月豪雨時の

実績、避難所の標識を設置した。 

 それぞれの標識には、県のキャラクターである「くまモン」を配置した統一デザインを

県が提供した。 

 
● 期待される効果 

 標識に目が行くことで、浸水リスク等の情報をより効果的に伝えることができる。 

 県内統一デザインを用意することで、標識の普及を推進することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：熊本県HP 
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＜参考：問い合わせ先＞ 

事例 

番号 
問い合わせ先 電話番号 

1 山形河川国道事務所 調査第一課 023-688-8933 

2 札幌開発建設部河川管理課 011-611-0340 

3 淀川河川事務所 調査課 072-843-2861 

4 川内川河川事務所 調査課 0996-22-3359 

5 那賀川河川事務所 調査課 0884-22-6562 

6※ 葛飾区 都市整備部 調整課 03-5654-8322 

7※ 三条市 総務部 行政課 防災対策室 0256-34-5517 

8 山形河川国道事務所 調査第一課 023-688-8933 

9 東近江市都市整備部管理課 0748-24-5654 

10 八代河川国道事務所 調査課 0965-32-7551 

11 旭川市防災安全部防災課 0166-33-9969 

12 武雄河川事務所 防災情報課 0954-23-5175 

13 留萌市総務課危機管理対策係 0164-56-5005 

14 豊岡河川国道事務所 調査第一課 0796-26-2023 

15 大山崎町政策総務課危機管理係 075-956-2101 

16 那須烏山市総務課危機管理担当 0287-83-1111 

17 古河市危機管理防災課 0280-92-3111 

18 豊田市社会部市民安全室防災対策課 0565-34-6750 

19 常陸太田市総務部防災対策課 0294-72-3111 

20 
庄内川河川事務所 調査課 

名古屋市 防災危機管理局 

052-914-6713 

052-972-3591 

21 川内川河川事務所 調査課 0996-22-3359 

22 豊岡河川国道事務所 調査第一課 0796-26-2023 

23 
庄内川河川事務所 調査課 

名古屋市 防災危機管理局 

052-914-6713 

052-972-3591 

24 東神楽町総務課 0166-83-2111 

25 坂祝町産業建設課 0574-26-7111 

26 信濃川河川事務所 調査課 0258-32-3020 

27 淀川河川事務所 調査課 072-843-2861 

28 札幌開発建設部河川管理課 011-611-0340 

29 輪之内町危機管理課 0584-69-3111 

30 姫路河川国道事務所 調査課 079-282-8503 
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事例 

番号 
問い合わせ先 電話番号 

31 札幌開発建設部河川管理課 011-611-0340 

32 淀川河川事務所 調査課 072-843-2861 

33 京浜河川事務所 防災情報課 045-503-4018 

34 香取市総務課危機管理班 0478-50-1201 

35 姫路河川国道事務所 調査課 079-282-8503 

36 川内川河川事務所 調査課 0996-22-3359 

37 東京都北区 道路公園課 03-3908-9275 

38 長井市 総務課 危機管理室 0238-84-2111 

39 豊岡河川国道事務所 調査第一課 0796-26-2023 

40 

三条市 総務部 行政課 防災対策室 0256-34-5517 

東京都北区 道路公園課 03-3908-9275 

葛飾区 都市整備部 調整課 03-5654-8322 

41 葛飾区 都市整備部 調整課 03-5654-8322 

42 ひたちなか市生活安全課 029-273-0111 

43 猪名川河川事務所 工務課 072-751-1986 

44 利根川上流河川事務所 防災対策課 0480-52-3956 

45 さくら市総務課危機管理係 028-681-1111 

46 村上市総務課 総務・危機管理室 0254-53-3366 

47 宮崎河川国道事務所 調査第一課 0985-24-8505 

48 - - 

49 三条市 総務部 行政課 防災対策室 0256-34-5517 

50 国土交通省 水管理・国土保全局 河川環境課 水防企画室 03-5253-8460 

51 熊谷市市長公室危機管理課 048-524-1111 

52 倉敷市防災危機管理室 086-426-3030 

53 
淀川河川事務所 調査課 072-843-2861 

門真市総務部危機管理課 06-6902-5812 

54 倉敷市防災危機管理室 086-426-3030 

55 橿原市危機管理課 0744-22-4001 

56 

木津川市 危機管理課 0774-75-1206 

近畿地方整備局淀川河川事務所 調査課 072-843-2861 

近畿地方整備局京都国道事務所 075-351-3300 

mailto:E-mail%E3%80%80soumu@city.tochigi-sakura.lg.jp
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事例 

番号 
問い合わせ先 電話番号 

57 奈良県王寺町 総務部防災統括室 0745-73-2001 

58 茨木市 総務部危機管理課 072-620-1617 

59 熊本県 危機管理防災課 096-333-2811 

 

 
※事例 6、事例 7 のアンケート結果については、中部地方整備局 水災害予報センター（Tel:052-685-

5117） 

 


